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１．はじめに
わが国の連結納税制度は，連結対象範囲が
100％子会社に限定されているが，諸外国の連
結納税制度を見ると100％子会社に限定されて
はおらず，アメリカ80％以上，フランス95％以
上，イギリスは75％以上（グループ・リリーフ
の場合），ドイツ50％超など，様々となっている。
本稿の目的は，日本，アメリカ，フランス，
イギリス，ドイツの連結対象範囲の現状を踏ま
え，将来日本において連結納税制度の対象が，
諸外国のように親会社の持株割合100％未満の
子会社にまでその範囲を広げられることも想定
し，そうした場合に考えられる持分比率変更時
の問題として，①少数株主の取扱い，②ストッ
ク・オプション制度の取扱い，③従業員持株会
制度の取扱いに関する問題点をとりあげて，考
察することである。
２．連結納税制度の類型
連結納税制度とひとことでいうと同じように
聞こえるが，導入している国ごとに内容の違い
が見られる。大きく分類するとイギリス，ドイ
ツ，オーストリア，オーストラリア，アイルラ
ンド，ノルウェー，スウェーデン，フィンラン
ド，ニュージーランド等が採用している損益振
替型と，アメリカ，フランス，日本，スペイン，
ポルトガル，デンマーク，オランダ，ルクセン
ブルグ等が採用している連結納税型に分類でき
る。
２．１　損益振替型
損益振替型は，グループ内企業間で損益を振
り替える仕組みをとっていて，仕組み自体は簡
単である。具体的な処理は，例えばイギリスの
場合，グループ内で発生した欠損会社の欠損金
を他の会社に振り替える処理を行う。この場合，
欠損会社の少数株主の権利保護のために，少数
株主に対価を支払うケースもある。なぜならば，
欠損会社においては，欠損金を将来の所得から
控除できたわけで，その権利を放棄したことに
対する対価を支払うという考え方がとられるか
らである（1）。
これに対して，ドイツの場合，親会社と連結
グループ会社間で，商法による一定の利益移転
計画に基づいて，連結グループ子会社の所得お
よび欠損金を親会社の所得に合算し，親会社に
おいて課税を受けることが選択できる制度と
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なっている。利益移転契約に基づいて親会社に
移転した損益は，親子会社間における債権債務
として処理されることとなる（2）。
２．２　連結納税型
連結納税型とは，同一の企業グループに属す
る親会社の所得と子会社の所得を合算すること
によって，連結所得と連結税額を算出する仕組
みである（3）。
損益振替型も連結納税型も，個別ベースの課
税所得を基礎にする点では共通しているが，損
益振替型が，個別の企業が集まって１つの企業
集団（4）になったと考えるのに対して，連結納税
型は１つの企業グループをもともと１つの企
業（5）とみる考え方をとる（6）。
連結納税型は，企業グループを１つの納税単
位として損益を通算するために，グループ内企
業間の内部取引について相殺消去を行う。計算
方法や範囲などは，連結財務諸表制度と大きく
異なるが，計算手順は類似しているといえる（7）。
内部取引の調整が必要なことなどから，連結
納税型は仕組みがどうしても複雑になる。しか
し，企業グループを１つの課税単位として課税
を行う方法は，経済的実態には適合した方法で
あるということができる（8）。
同じ連結納税型であっても，アメリカとフラ
ンスとではその仕組みがかなり異なる。日本に
連結納税制度を導入するにあたっても，連結納
税型の代表国であるアメリカとフランスそれぞ
れの制度について，相当詳細な調査が行われ
た（9）。
３．日本の連結納税制度
３．１　日本の連結対象範囲
日本に連結納税制度を導入する際には，単体
法人に対する課税制度と整合性があり，かつ，
日本の企業や経済の実態に合致した日本独自の
連結納税制度構築の必要性が叫ばれた。そして
「平成12年度の税制改正に関する答申」におい
ても，①企業の経営環境の変化に対応する観点，
②国際競争力の維持・向上に資する観点，③企
業の経営形態に対する税制の中立性の観点から
連結納税制度の導入が望まれ，企業集団の一体
性に着目して制度を構築するという理念が重要
視された。
その結果，日本では，連結納税という新しい
税制を導入するにあたって，イギリスやドイツ
で行われているような損益振替型ではなく，ア
メリカにおいて導入されている連結納税型の
本格的な連結納税制度を導入することになっ
た（10）。
導入された連結納税制度が適用される法人に
ついては，親会社は普通法人と協同組合等とさ
れ，子会社は普通法人のみとされた。協同組合
等の中には特定の医療法人も含まれる。それま
での法人税の課税対象と比べると公益法人等が
対象外となり，範囲が狭くなっている。子会社
が普通法人のみという点は支配関係を株式で判
定できる範囲に限ったということである（11）。
次に子会社の要件であるが，その親会社に発
行済み株式の全部を直接または間接に保有され
るすべての内国法人（100％子会社）とされて
いる。要するに100％保有されているすべての
子会社が連結の対象ということになった。そも
そも連結決算においても必ず検討しなければな
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らないこととして，対象とする子会社をどのよ
うに決めるかという問題がある。連結納税制度
が100％子会社のみを対象としたことで，連結
決算とはその範囲を異にすることになった（12）。
子会社に関する当時の商法（現行法は会社法
であり，子会社の定義には形式基準に加えて，
実質基準（支配力基準）も採用されている。）
の定義を述べれば，子会社とは，ある会社の株
式に対して50％を超えて持っていた場合，その
会社のことを言う。すなわち，株式（議決権付
株式）を半分超持つということは，株主総会の
普通決議事項を議決権によぅて支配することに
なり，自分の意思でその会社の意思決定ができ
ることになる。孫会社とは子会社の子会社のこ
とを言い，法的には孫会社も子会社である（13）。
このような持株比率のみを勘案して子会社の
範囲を決める方法を単純持株比率基準と言う。
それに対して平成11年４月から新連結決算制度
となり，連結決算は支配力基準に変わった。す
なわち，連結決算適用の子会社や関連会社の範
囲について持株比率を単純に算定して決定する
のではなく，実際の支配力はどうなのかという
視点からその範囲を決定しようというものであ
る（14）。
３．２　持株基準と支配力基準
「持株基準」とは，親会社が直接・間接に議
決権の過半数を所有しているか否かで判断する
基準である。注意が必要なのは，日本型連結納
税制度では，子会社について，「その親会社に
発行済株式の全部を直接または間接に保有され
るすべての内国法人（100％子会社）とする。」
としている点である。この「発行済株式」には，
議決権株式と無議決権株式すべてが含まれる点
に注意が必要である（15）。
「支配力基準」とは，会社が出資，人事，資
金，技術，取引等の関係を通じて，他の会社等
の財務および営業または事業の方針の決定に対
して与える影響に基づき判断されるが，画一的
に処理することは，困難とされる。そこで，連
結納税制度では，「持株基準」のみを採用して
いる（16）。
３．３　連結納税制度と連結財務諸表
連結財務諸表とは，経済的に単一の企業集団
である支配従属関係にある親会社および子会社
を一つの会計単位として形成される財務諸表の
ことであり，企業集団全体の経営成績，財政状
態およびキャッシュ・フローの状況を示すため
に，個別財務諸表を基礎として作成される（17）。
ただし，連結納税制度は，この連結財務諸表
を基礎とするものではなく，（連結財務諸表の
作成は，連結納税制度の採用の前提となるもの
ではなく，）個別の法人の個別財務諸表上の利
益に税務調査を行って算定した（個別）所得の
金額を基礎とするものであることに，特に注意
が必要である（18）。
４．各国の連結対象範囲
４．１　アメリカの連結対象範囲
アメリカの連結納税制度の歴史は大変古く，
1917年に創設された。第１次世界大戦の戦費調
達のために導入された超過利潤課税を免れる目
的で子会社を設立し，所得分散を図る動きが
あったために，それを阻止するために連結納税
制度が導入されたといわれている。たんなる租
税回避防止のためでなく，経済的に一体である
という実態に着目して導入された側面もあっ
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た（19）。
その後いったん廃止されたが，第２次世界大
戦の開始に伴い，納税者が選択できる制度とし
て復活した。現在の制度の骨格は，1966年にで
きたが，種々の改正を経たうえで現在の制度に
至っている（20）。
関連法人グループ（affiliated group of corpora-
tions）は，その関連グループ・メンバーである
すべての法人が同意することを条件として，所
得税について，個別申告書に代えて連結申告書
（consolidated tax return）を提出することができ
る（IRC1501）。関連グループ・メンバー全法
人参加という条件は，連結申告を納税者の選択
制度として以来一貫として採用されてきた（21）。
適用対象となる関連法人グループは，次の
持株関係にある共通親会社（common parent 
company）：以下単に「親会社」という）子会
社から構成される（IRC1504 （a） （1） （2））。た
だし，既往に連結申告から離脱した法人につい
ては，その離脱後５年以内は，その既往に連結
申告と同一親会社の関連グループの連結申告に
参加することはできない（IRC1504 （a） （3））（22）。
①関連グループの親会社が，１以上の法人の議
決権株式の80％以上，かつ，株式総額の価値
（value）の80％以上を直接所有すること（23）。
②親会社以外の関連グループ法人（子会社）の
議決権株式の80％以上，かつ，株式総額の価値
の80％以上が１以上の他の関連グループ法人に
より直接所有されること。なお，外国法人は，
原則として適用対象法人に含まれない（24）。
連結納税制度導入の当初は，連結の範囲に含
めるための持株要件は100％であったが，その
後95％になり，1954年の改正により現在の持株
要件である80％に改正された（25）。
４．２　フランスの連結対象範囲
フランスでは，1966年に連結納税制度が導入
された。しかし，この制度は製造業に限って
100％子会社を対象にした個別承認による課税
所得合算の制度であったため，活用が進まな
かった（26）。
その後，1988年に，①経営組織に対する税制
の中立性確保，②フランス企業の競争力強化，
③法人税負担の軽減を通じた経済活性化などを
目的として，現在の連結納税制度が導入され
た（27）。
連結納税の対象となる会社は，フランス国内
における商活動にかかわる所得について，法人
税が通常税率で課税される。あるいは通常税率
での法人税課税を選択した法人についてのみ適
用される（28）。
原則として外国法人は連結グループに加入す
ることはできないが，例外規定がある。当局の
承認を得れば海外子会社についても連結納税が
可能となる規定もあるが，実際の適用は非常に
限られたものとなっている（29）。
連結グループ各社の１事業年度は12ヶ月であ
り，決算日は同一でなければならない。また，
連結納税が認められるためには，議決権及び配
当請求権の双方の権利が付された株式に対する
持分比率が，それぞれ95％以上なければならな
い（30）。
持分比率の計算上，自己株式は除外される。
親会社に対して適用される要件としては，フラ
ンス法人税の対象となる法人によって直接・間
接に95％以上所有されてはならないという規定
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がある（31）。
親会社がフランス法人税の対象となる法人に
よって95％以上所有された場合には，年度末を
もって連結グループは消滅する。ただし，一時
的な持分の変動の場合には，年度末までに95％
未満に戻っていれば，課税当局に対し一定の報
告を行うことによって連結納税を継続すること
が可能である（32）。
子会社に対して適用される要件としては，親
会社によって課税年度を通じて95％以上の持分
を直接，間接に保有されていなければならない。
持分比率が95％を下回った場合には事業年度の
開始時に遡及して連結グループから脱退するこ
ととなる。ただし，持分低下の理由が従業員の
ストック・オプションの行使によるもので，か
つ年度末までに持分比率が95％以上に回復して
いる場合には連結納税を継続することが可能で
ある（33）。
連結対象が，親会社による持分が95％以上の
子会社とされた背景には，従業員持株会の持分
としてその程度を想定していたことがある。な
お，他のフランス国内企業に95％以上保有され
ている会社は，連結グループの親会社となるこ
とができない（34）。
４．３　イギリスの連結対象範囲
イギリスでは，1967年に個別損益振替型の連
結納税制度が導入された。これは，当時，法人
所得課税を強化したことに対しての緩和措置と
して抱き合わせ的な目的であった（35）。
イギリスにおけるグループ・リリーフ制度は，
適用をうけるグループ会社相互間で，欠損金が
生じた会社から利益のある会社に損益を振り替
えることができるという制度である（36）。
つまり，法人毎に所得を確定させ，結果とし
て生じたある法人の損失と他の法人の利益との
相殺を認める単年度型のグループ内損益振替制
度であり，連結納税制度上一般的に必要とされ
る内部未実現利益や内部取引の消去手続は不要
である（37）。
また，過年度に生じた繰越欠損金はグループ・
リリーフの対象にならないことから，グループ
化以前に生じた繰越欠損金の使用制限にかかる
複雑な規定も存在しない（38）。
イギリスの企業集団税制は，大きく分けて次
の３つに分類できる。①51％グループ（普通株
式資本の51％以上を直接又は間接的に所有する
会社），②75％グループ（普通株式資本の75％
以上を直接又は間接的に所有する会社），③コ
ンソーシアム・グループ（普通株式資本の75％
超を単独又は複数の他の内国法人によって所有
され，かつその所有メンバーの持ち株がいずれ
も５％以上である会社，以下「共同会社」とい
う。）その対象法人は，イギリスの内国法人に
限られる。また株式の間接保有割合を計算する
場合，掛け算方式により計算される（39）。
①51％グループ
51％グループにおいては，親会社の前払法人
税を子会社レベルで課税所得の25％を限度とし
て税額控除することができる。また，グループ
内の配当について前払法人税の納付が免除さ
れ，グループ内の支払利子についても源泉徴収
が免除される。なお，前払法人税は，1996年４
月６日をもって廃止された（40）。
②75％グループ
75％グループにおいては，グループ会社間で
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棚卸資産や固定資産を譲渡する場合には簿価で
譲渡したものとされる。また，グループ・リリー
フを適用でき，企業グループの他の会社から欠
損金等の振替えを受けて，その子会社の所得か
ら控除できる（41）。
③共同会社
共同会社の株式の所有メンバーは申請会社又
は振替会社となって，次の法人を相手として，
個々の会社の持分割合に応じて，事業損失等の
振替えを行うことができる。これをコンソーシ
アム・リリーフという。
（1）コンソーシアム・グループによって所有さ
れている共同会社。
（2）コンソーシアム・グループによって所有さ
れている持株会社である共同会社の90％子会社
（3）コンソーシアム・グループによって所有さ
れている持株会社である共同会社（42）。
４．４　ドイツの連結納税制度
４．４．１　連結対象範囲
ドイツでは，1968年に二重課税防止と独立企
業間の損益移転を目的に連結納税制度が導入さ
れた。ここでは，「機関制度」という大きな特
徴がある。これは，「機関」に親会社，子会社
を帰属させて１つの課税単位とし，子会社の損
益を親会社に振り替えて所得計算する制度であ
る（43）。
連結納税の対象となる機関に加入するために
は，次の３つの条件を全て満たすことが必要と
されている（44）。
①資本的一体性
支配企業が事業年度の初めから被支配企業の
議決権の50％超の持株割合を直接又は間接的に
所有していること（45）。
②経済的一体性
被支配企業が支配企業の経営組織に組み込ま
れ，その経営活動により支配企業の経済目的に
従事しうること（46）。
③組織的一体性
支配企業の経営意図が被支配企業の人事等の
組織内に反映されていること（47）。
ドイツの機関制度における支配会社（支配企
業）とは，ドイツの無制限納税義務者としての
自然人又は内国法人・社団・財団・合名会社及
び合資会社等の人的会社が支配会社になる。ま
た一定の要件を満たす，外国企業のドイツ国内
支店も含まれる。連結対象となる被支配企業（従
属会社）は，登記地及び管理地がドイツ国内に
ある株式会社，若しくは株式合資会社又は有限
会社等の法人に限られる（48）。
４．４．２　利益移転契約
機関制度の適用を受けるためには，支配会社
と従属会社との間で利益移転契約を締結しなけ
ればならない。契約とは，従属会社の課税年度
において全利益を支配会社に移転する義務を負
うとともに，支配会社が従属会社に生ずる全欠
損のうち当該従属会社の利益準備金により補填
できない額について補償する義務を負うという
企業契約である。契約の締結にあたっては，双
方の会社の株主総会の特別決議（議決権の４分
の３以上の賛成で成立）を必要とし，商業登記
簿に登録されなければならない（49）。
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少数株主が存在する場合は，株式の額面金額
に応じた補償金支払いの規定を設ける必要があ
る。また，契約は少なくとも５年を経過した後
であれば１年ずつ契約を延長することができる
が，いったん中断すると再度５年以上の契約期
間を必要とする。さらに，契約期限前に終了す
ると，これにより，一定の場合を除いて，利益
移転契約は契約開始時から無効とみなされるこ
とになる（50）。
５．持分比率変更時の問題点
今まで各国の連結対象範囲を見てきたが，ま
とめると日本は100％子会社に限定しているが，
アメリカ80％以上，フランス95％以上，イギリ
スは75％以上（グループ・リリーフの場合），
ドイツ50％超と国によって株式所有割合が異
なっており，また連結納税制度自体にも，それ
ぞれの国の制度に相違がある。
こうした点を踏まえ諸外国のように100％未
満の子会社にまで連結の範囲を広げることも想
定し，そうした場合に考えられる持分比率変更
時の問題点を考える。
①少数株主の取扱い
100％未満の子会社にまで連結の範囲を広げ
た場合，子会社の少数株主（親会社以外の株主）
がもともと持っていた繰越欠損金の控除メリッ
トを受けられなくなる問題が発生する（51）。
子会社で欠損金が発生した場合，連結所得の
計算上，親会社や他の子会社の所得と相殺され
るが，かりに連結納税制度が適用されていなけ
れば，欠損金が発生したその子会社の将来の所
得から繰越欠損金の控除としてマイナスされる
可能性がありうることから，その子会社の少数
株主は，連結納税制度によって少数株主（親会
社以外の株主）がもともと持っていた繰越欠損
金の控除から得られる利益が損なわれることに
なる（52）。
②ストック・オプション制度の取扱い
連結範囲の決定上，ストック・オプション制
度（53）をどう扱うかが問題となる。この制度が
存在すると株式の100％所有が出来なくなり，
連結子法人化することが不可能になる（54）。
そこで，現行制度では，経営の一体性の観点
から，ストック・オプションによって取得した
株式で役員や使用人等により保有され，外部
に流通しないような５％未満のものについて
は，持株割合の判定から除外するものとしてい
る（55）。
上記のように，現行制度では限定的に除外し
ているが，連結の範囲を広げた場合どうするか
という問題がある。
③従業員持株会制度の取扱い
連結範囲の決定上，従業員持株会制度（56）を
どう取扱うかが問題となる。通常従業員持株
会制度が存在すれば，自動的に100％子会社は
なくなり，連結子法人とすることは不可能にな
る（57）。
しかし，経営の一体性の観点から特殊な取扱
いとして，（役員が加入していない）従業員持
株会制度で保有する株式で閉鎖的なのもの（す
なわち退職時に株式を外部に流出させないも
の）で，５％未満のものについては，持株割合
の判定から除外するものとしている。それゆえ，
この制度が存在する場合にも，連結納税制度の
適用対象となりうる（58）。
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従業員持株会制度も，ストック・オプション
制度同様現行では限定的に除外しているが，連
結の範囲を広げた場合どうするかという問題が
ある。
６．若干の検討
ここから持株比率変更時の問題点であげた①
少数株主の取扱い，②ストック・オプション制
度の取扱い，③従業員持株会制度の取扱いにつ
いて検討していく。
まず①少数株主の取扱いであるが，100％未
満の子会社にまで連結の範囲を広げた場合，子
会社の少数株主（親会社以外の株主）がもとも
と持っていた繰越欠損金の控除メリットを受け
られなくなる問題が発生する。
少数株主保護として，ドイツの機関制度では，
利益移転契約に少数株主の配当保証，株式買取
請求権等の少数株主権利保護条項を設けること
を要件としている（59）。
繰越欠損金の控除メリットを受けられない問
題を防ぐには昔から言われている財政学の「簡
素，中立，公平」の租税原則を心がけ，租税収
入の確保を考慮し，繰越欠損金の全額の控除ま
では行わず，現行の②ストック・オプション制
度の取扱い，③従業員持株会制度の取扱いのよ
うに一定の控除額の限度を設けた上で繰越欠損
金の控除を認める方がよいと考える。
もっとも，ドイツのように，50％超を連結対
象とするところまで連結対象範囲を拡大すると
いうことになるとすれば，更なる考察が必要に
なるかと思われる。
次に②ストック・オプション制度の取扱い，
③従業員持株会制度の取扱いを検討するにあた
り，アメリカの規定を見てみる。
ストック・オプション等が行使されたかどう
かについての規定は，米通達が定める。（米法
1504 （a） （5） （B））。ストック・オプション等が
行使されたかどうかについての米通達の主な規
定は以下のものである（60）。
（a） 原則として，ストック・オプション等は，
株式又は行使されたものとみない。従って法人
が関連グループのメンバーに該当するかどうか
の判定にあたり考慮しない（米通達1.1504-4 （b） 
（1））（61）。
（b） 法人が関連グループのメンバーに該当
するかどうかの判定を行うときに限り，以下
の （i） 及び （ii） に該当する場合ストック・オプ
ション等は行使されたものとする（62）。
（i） 当該株式の発行，償還又は移転に代えて
ストック・オプション等の発行又は移転により，
連邦法人税額が不当に減少することが合理的に
見込まれること（63）。
（ii） ストック・オプション等の行使が合理的
に見込まれること。
（c） 行使されたものとされるストック・オプ
ション等は，その保有者及び他の保有者の株式
の価値の保有割合の計算上考慮される。議決権
のある株式の保有割合の計算上考慮されること
はない。（米通達1.1504-4 （b） （ii） （A））（64）。
一方，フランスの連結対象範囲を95％以上と
したのは，従業員持株会制度の存在を念頭にお
いたものである（65）。
上記のアメリカの通達を見ると連結対象範囲
が80％以上のアメリカにおいても，現行の日本
同様原則として，ストック・オプション等は，
株式又は行使されたものとみないとされてお
り，フランスは連結対象範囲を95％とすること
で連結対象範囲100％内から除外するか，含め
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るかの違いに過ぎないことから，特別に新たな
規定を設けなくても問題ないと考える。
結論を出すために，検討すべき事柄は，他に
もあるので，当面の結論としては，これでいい
かと思われるが，他に，少数株主の権利保護の
法整備上の検討も必要であろうから，今後も検
討を続けたい。
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